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１． 調査団員氏名・所属 

 

(1) -1 第 1回現地調査（2008 年 8 月 5 日～2008 年 8 月 18 日） 

氏 名 担 当 所 属 

大下 副武 副業務主任／道路設計 株式会社片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

青木 康司 施工計画／積算Ⅰ 株式会社片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

 

(1)-2 第 2 回現地調査（2008 年 9 月 8日～2008 年 9 月 15 日） 

氏 名 担 当 所 属 

戸田 利則 業務主任／道路交通計画 株式会社片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

山宿 壮 施工計画／積算Ⅱ 株式会社片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

 

(2) 事業化調査概要説明（2008 年 11 月 9 日～2008 年 11 月 17 日） 

氏 名 担 当 所 属 

鍋屋 史朗 総括 
独立行政法人国際協力機構 

ザンビア共和国事務所長 

戸田 利則 業務主任／道路交通計画 株式会社片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．調査行程 
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２．調査行程 
１）現地調査（平成 20 年 8 月 5 日～18 日、9 月 8 日～15 日） 

業務主任／道路交通計画 施工計画／積算Ⅱ 道路設計 施工計画／積算Ⅰ

戸田　利則 山宿　壮 大下　副武 青木　康司

月 日 曜日

1 5 火

2 6 水

3 7 木

4 8 金

ルサカ⇒ンドラ移動

NCC協議
ンドラ⇒キトウェ移動
KCC協議

ルサカにてデータ収集
ルサカ⇒キトウェ移動

5 9 土

6 10 日

7 11 月

8 12 火

9 13 水 KCC, NCCと協議

10 14 木

11 15 金
日本大使館へ帰国報告
JICA事務所へ帰国報告

12 16 土 データ整理

13 17 日

14 18 月

1 8 月

2 9 火

3 10 水

4 11 木

5 12 金
日本大使館へ帰国報告
JICA事務所へ帰国報告

6 13 土 ルサカ⇒ロンドン

7 14 日 ロンドン⇒ 資料収集／整理

8 15 月 　　　　⇒東京 ロンドン⇒

9 16 火 － 　　　　⇒東京

Remarks: 

8月

香港⇒ヨハネスブルグ⇒ルサカ
JICAザンビア事務所表敬訪問
ザンビア日本大使館表敬訪問

MLGH表敬訪問、データ収集

9月

日程

ルサカ⇒ヨハネスブルグ⇒香港

⇒香港⇒東京

東京⇒香港

道路状況調査
施工計画調査／データ収集

MLGHと協議, キトウェ⇒ルサカ移動

データ収集

MLGHと協議
JICA事務所と協議

KCC : Kitwe City Council

NCC : Ndola City Council

MLGH : Ministry of Local Government and Housing

東京⇒ロンドン

ロンドン⇒ルサカ
大使館、JICA事務所、
MLGH表敬訪問

ルサカ⇒ンドラ・キトウェ

NCC、KCCと協議
現場視察
ンドラ・キトウェ⇒ルサカ
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２）事業化調査概要説明（平成 20 年 11 月 9 日～17 日） 
JICA コンサルタント

総括 戸田　利則

月 日 曜日

1 9 日 － 東京⇒香港

2 10 月 －
香港⇒ヨハネスブルグ⇒ルサカ
ザンビア日本大使館表敬訪問
JICAザンビア事務所表敬訪問

4 12 水 － 資料整理・現地コンサルタント訪問

5 13 木 － MLGH協議

6 14 金

7 15 土 － ルサカ⇒ロンドン

8 16 日 － ロンドン⇒（機内泊）

9 17 月 － 　　　　⇒成田

日程

11月

地方自治・住宅省（MLGH）表敬・協議
3 11 火

MLGH/NCC/KCC協議

MLGHとM/Dサイン、日本大使館及びJICAザンビア事務所報告

 
 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．関係者（面会者）リスト 
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３．関係者（面会者）リスト 

１）現地調査（2008 年 8 月 5 日～8月 18 日、9月 8日～9月 15 日） 

地方自治・住宅省（Ministry of Local Government and Housing: MLGH） 

Mr. Peter Lubambo Director 
Mr. Davies C. Zulu Assistant Director 

Mr. Richard Kangwa Senior Engineer 

ンドラ市役所（Ndola City Council:NCC） 

Mr. Gilbert Sendama Director of Engineering Service 

Mr. Joseph Zulu Assistant Director, Engineering 

キトウェ市役所（Kitwe City Council:KCC） 

Mr. John Kaliminwa Director of Engineering Service 

Mr. John Ngwata Deputy Director of Engineering Service 

Mr. Webster Musukwa Assistant Director, Engineering Service 

在ザンビア国日本大使館(Embassy of Japan in Zambia) 

三田村 秀人 特命全権大使  

平田 裕一 一等書記官  

JICA ザンビア事務所(JICA Zambia Office) 

鍋屋 史朗 所長   

佐藤 渉 所員  
 

２）事業化調査概要説明（2008 年 11 月 9 日～11 月 17 日） 

地方自治・住宅省（Ministry of Local Government and Housing: MLGH） 

Mr. Joel M. Ngo Prermanent Secretary 
Mr. Peter Lubambo Director 
Mr. Davies C. Zulu Assistant Director 

Mr. Richard Kangwa Senior Engineer 

ンドラ市役所（Ndola City Council:NCC） 

Mr. Kennedy Bwalya Road & Drainage Engineer 

キトウェ市役所（Kitwe City Council:KCC） 

Mr. John Kaliminwa Director of Engineering Service 

在ザンビア国日本大使館(Embassy of Japan in Zambia) 

平田 裕一 一等書記官  

JICA ザンビア事務所(JICA Zambia Office) 

鍋屋 史朗 所長   

宮城 実 次長  

佐藤 渉 所員  
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．討議議事録（Ｍ／Ｄ） 
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４．討議議事録（M／D） 
  事業化調査概要説明（2008 年 11 月 14 日） 
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５．事業事前計画表（事業化調査時） 
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５．事業事前計画表(事業化調査時) 

１．案件名 

ザンビア共和国ンドラ市及びキトウェ市道路網整備計画 

２．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

ザンビア共和国（以下「ザ」国）は、第５次国家５カ年計画において、持続的

な経済成長・雇用創出・貧困削減を国家開発目標として、運輸分野では輸送コ

ストの削減を通じて、富の創出、貧困削減、経済発展のための資源の効率的活

用を目標として、現存インフラの保全と経済復興、環境、及び社会サービスを

ささえる新規インフラ建設を施策とした。運輸分野のサブセクターである道路

は、「ザ」国では国際物流を含む物資、旅客輸送の重要な役割を担っており経済

発展の基盤となっている。全国の道路整備のため、｢ザ｣国政府は、1997 年に道

路分野投資計画を策定し、第 1 期計画を 1998 年から 2002 年の５ヵ年にわたり

実施をし、引き続き第 2期計画として 2004 年から 2013 年の 10 ヵ年にわたり実

施をすることを決定した。この第 2期の 10 ヵ年計画の中では、地域の経済復興・

社会サービスを支える地方中核都市の経済活性化のために、都市主要道路の整

備を最重要課題として位置づけており、特に「ザ」国の重要な輸出産業の中核

である銅やコバルトなどの鉱業が集中しているコッパ－ベルト州に属する、本

プロジェクトの対象地域であるンドラ市（同州の州都）及びキトウェ市（工業

の中心地）を地域発展及び国家経済発展のための最重要の地方中核都市と位置

づけ、両市の都市道路の整備を急いでいる。 

 

両市の道路整備の現状は、市内道路の総延長はンドラ市で 530 ㎞、キトウェ市

で 582 ㎞であり、これまでに、ルサカ市(55km)、ンドラ市（35km）、キトウェ市

（35km）の合計 125km の道路が最優先で改修された。その後ルサカ市ではさら

に 49km の道路改修を行い、ンドラ市、キトウェ市を除くコッパーベルト州の 5

都市において 45km の道路改修が実施された。しかしながら、これまでに整備さ

れた道路は、両市道路総延長のそれぞれ 6.6%と 6.0%で、ほとんどの道路は未整

備であり、円滑で安定的な都市交通の確保ができず、鉱工業、商業、社会サー

ビスの活動に支障を来している。 
 

本プロジェクトは、両市の工場・商業地域の主要道路および居住区から市内へ

のアクセス道路のうち、改修の緊急性が高い道路を改修することにより、円滑

で安全な都市交通を確保し、地域の社会経済活動を活性化することを目的とす

るものである。 
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３．プロジェクト全体計画概要 

（１）プロジェクト全体計画の目標 

ンドラ市及びキトウェ市において、円滑で安全な都市交通が確保される。 

裨益対象の範囲及び規模：「ザ」国ンドラ市人口 39.4 万人、 

キトウェ市人口 38.9 万人 計 78.3 万人（2000 年）

（２）プロジェクト全体計画の成果 

ア ンドラ市及びキトウェ市内の道路が整備される。 

（３）プロジェクト全体計画の主要活動 

ア ンドラ市９区間 12.73 ㎞、キトウェ市 14 区間 11.63 ㎞の道路を整備する。

イ 道路整備後の維持管理を行う。 

（４）投入 

ア 日本側： 無償資金協力 27.31 億円 

イ 「ザ」国側： 

(ア)必要な人員：維持管理要員 

(イ)施設の運営・維持管理に係る経費 

（５）実施体制 

・主管官庁：地方自治・住宅省 

・実施機関：ンドラ市及びキトウェ市 

 

４．無償資金協力案件の内容 

（１）サイト 

「ザ」国コッパーベルト州ンドラ市及びキトウェ市 

（２）概要 

ンドラ市における道路９区間 12.73 ㎞、キトウェ市における道路 14 区間 

11.63 ㎞、計 23 区間 24.36 ㎞の整備 

（３）相手国負担事項 

① 地下埋設物（電話線、配電線）の移設 

② 水道管の移設 

③ 仮設ヤード用地の提供 

（４）概算事業費 

概算事業費 27.71 億円（日本側負担 27.31 億円、「ザ」国側負担 0.40 億円） 

（５）工期 

詳細設計・入札期間を含め約 28 ヶ月(予定) 

（６）貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 

特になし。 
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５．外部要因リスク(プロジェクト全体計画の目標達成に関して)  

なし。 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

成果指標 
現状の数値 

（2008 年) 

計画値 

（2011 年） 

通行可能速度の向上 18.7km/時 40.0km/時 
 

（２）その他の成果指標 

特になし。 

（３）評価のタイミング 

2011 年度以降（施設供用開始後） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．参考資料／入手資料リスト 
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６． 参考資料／入手資料リスト 
 

収 集 資 料 リ ス ト 
 

調査名 ンドラ市及びキトウェ市道路網整備計画事業化調査 
 
番号 資料の名称 形態 

図書・ビデオ

地図・写真等

ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ 
ｺﾋﾟｰ 

発行機関 発行年 

１ 
 

CONSUMER PRICE INDEX ﾌﾟﾘﾝﾄ ｺﾋﾟｰ Central 
Statistical 
Office 

2008年6
月 

２ REVENUE ESTIMATES 
FOR THE YEAR 31ST 
DECEMBER 2008 

ﾌﾟﾘﾝﾄ ｺﾋﾟｰ Ndola City 
Council 

2007 年 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．その他の資料・情報 

７．１ ＥＣＺ環境許可証 
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７．１ ＥＣＺ環境許可証 
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